
第１号様式（第７条関係） 

  年  月  日  

上尾市小規模事業者等設備導入応援補助金交付申請書 

 

 （宛先）  

     上尾市長    

 

申請者                

所在地：〒 ○○○―○○○〇  

          上尾市本町○―○―○  

 

個人事業主名称/法人名称：  株式会社あげお精密    

代表者氏名(法人のみ)： 代表取締役 上尾 太郎  

電話番号：○○○―○○○―○○○○  

            

 

 上尾市小規模事業者等設備導入応援補助金要領第７条第１項の規定により、添付書類を添えて次のと

おり申請します。 

 

１ 事業内容 

①業 種 

☑①製造業  □②建設業  □③運輸業  □④農業  □⑤情報通信業 

□⑥金融保険業  □⑦不動産業  □⑧旅行業  □⑨卸売業  

□⑩サービス業  □⑪物品賃貸業  □⑫宿泊業  □⑬娯楽業 

□⑭教育・学習支援業  □⑮医療・福祉  □⑯小売業  □⑰飲食店 

□⑱上記以外の業種（            ） 

②従業員数         １３ 人 ※常時使用する従業員数（役員除く） 

③資本金額      ５，０００千円 ④創業・設立年月（西暦） ２００４年 ４月 

⑤法人番号 ××××××××××××× ⑥ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ URＬ http://・・・・・・・・・・・・・ 

 

２ 補助対象経費と交付申請額 

   別に作成する上尾市小規模事業者等設備導入応援補助事業計画書の１．設備等の金額 Ｂ：補助金

  交付申請額と同額になるように記入してください。 

補助対象経費(税抜き)※1 補助金交付申請額※2 

6,420,000円 4,280,000円 

 

３ お問合せ担当者 

担

当

者 

（ふりがな） 

氏名 
おおや はなこ 

大谷 花子 
役職 総務課長 

電話番号 〇〇〇―〇〇〇―〇〇〇〇 FAX番号 〇〇〇―〇〇〇―〇〇〇〇 

E-mailアドレス 〇〇〇〇〇〇＠〇〇〇．〇〇〇〇 

 

 

※1…上尾市小規模事業者等設備導入応援補助金交付要

領 附則別表第２の定めによる(400万円を超え

る額)。 

※2…補助対象経費(税抜き)×率2/3以内 

（上限1,000万円）。千円未満切捨。 

※法人の本社所在地を記載してください。 

記入例 



４ 導入・更新設備の概要 

設備設置場所が複数ある場合は複数ご記入ください。 

 設備設置場所及び設備の内容の枠が少ない場合は追加して記入してください。 

  

①設備設置場所 

〒   －       

☑申請者の個人事業主住所／法人本社所在地と同じ（☑チェックすれば記入不要） 

上尾市    

（建物名、店舗名、部屋番号等） 

②設備設置場所 
（設置場所が複数ある

場合ご記入ください） 

〒   －       

上尾市      
（建物名、店舗名、部屋番号等） 

③設備設置場所 
（設置場所が複数ある

場合ご記入ください） 

〒   －       

上尾市    

（建物名、店舗名、部屋番号等） 

④設備の内容 

設備設置場所 

（上記番号を記入） 
設備名（型番） 台数 

① レーザー加工機本体一式   １ 

   ① 集塵機・排気装置   １ 

① CADソフトウェア   １ 

① 専用制御 PC   １ 

   

   

   

   

   

   

   

   



５ 誓約・同意事項 

補助金の申請に当たり、以下の事項について事実と相違ないことを誓約します（すべての項目にチェック

がない場合は、補助金の交付を受けられません）。 

☑ 本補助金の交付対象及び交付要件に該当することを確認したうえで申請します。 

☑ 中小企業者（中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項に規定する中小企業者であって概
ね常時使用する従業員の数が 40 人以下（商業又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者に
ついては、10人以下））のもの又は同条第５項に規定する小規模企業者に該当します。 

☑ 補助金の申請日において、１年以上前から市内で事業を営んでいます。 

☑ 補助を受けようとする経費について、国、県その他の公的機関から補助金を受けていません（受ける見込
  みもありません）。 

☑ 公序良俗に反する事業内容ではありません。 

☑ 暴力団、暴力団員その他の反社会的勢力との関与はありません。 

☑ 暴力団排除のため、必要な情報を、市が官公庁へ照会することに同意します。 

☑ 風営法に規定する性風俗関連の事業は営んでいません。 

☑ 国又は地方公共団体が経営に直接又は間接に参画していません。 

☑ この補助事業は、フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業ではありません。 

☑ 破産法による破産手続開始の申立て、民事再生法による民事再生手続開始の申立て、会社更生法による更
  生手続開始の申立てはなされていません。 

☑ 宗教活動又は政治活動を主たる目的とした事業・団体ではありません。 

☑ 市税を滞納していません。 

☑ 市の貸付金の償還は滞っていません。 

☑ 市の給付金等の返還義務はありません。 

☑ 本補助金の申請の日以後においても、引き続き市内で事業を継続する意思があります。 

☑ 導入又は更新設備は現に専ら事業の用に供する設備で間違いありません。 

☑ 交付要件を満たさないときは、補助金を交付されないこと、また、交付決定後にその旨が判明したときは、
  交付決定を取り消し、又は補助金の返還を求められることを了承します。 

☑ 虚偽その他の不正な手段により補助金の交付を受けた場合には、交付された補助金の一部又は全部を速や
  かに返還します。 

☑ 規則や要領、申請の手引きに定めのない事項や、検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合には、
  市の指示に従って対応します。 

☑ 本補助金の交付事務に必要な範囲において、市税の賦課徴収情報及び住民登録情報を利用すること、かつ
  申請に係る情報を関係所管官庁に照会することに同意します。 

☑ 本補助金で提出、受領した書類は、本補助事業の完了した年度の翌年度から５年間保管します。 

☑ 本事業に係る収入および支出は適正に税務申告を行います。また、これらを帳簿に記録するとともに証拠
  書類を整理し、適正に保管します。 

☑ 市が補助事業に係る調査、実例の紹介として事業の成果発表や事例集・市Ｗｅｂサイト等に掲載する場合
  には協力します。 

☑ 本補助金の交付にかかる採択にあたっては、市の決定に従い異論を唱えないことを誓います。 
 

本補助金申込にあたり、私は、補助金の交付の対象となる者として上記の要件をすべて満たしているこ

とを誓約及び同意の上、署名します。 

 

  令和８年４月１５日 

（宛先）上尾市長 

 （申請者）個人事業主氏名／法人名称及び代表者氏名（自署）                

株式会社あげお精密 

代表取締役 上尾 太郎 

※必ず自署で記載をしてください。 


